
建 管 第１１６６－５号  

平成３１年 ３月２０日  

 

関係各団体の長 様 

 

埼玉県県土整備部建設管理課長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

「埼玉県土木工事実務要覧」の改訂について 

 

標記ついて、下記のとおり参考送付します。 

 

記 

 

１ 実務要覧の改訂について 

  平成２６年４月版を平成３１年４月版に改訂する。 

２ 主な改定点 

  別紙のとおり 

３ 適用年月日 

平成３１年４月１日以降に当初契約する工事から適用する。 

  ただし、それ以前に契約した工事であっても、受発注者間の協議により適用

することができるものとする。 

４ その他 

(1) 「埼玉県土木工事実務要覧」の内容は、埼玉県県土整備部建設管理課ホー

ムページに平成３１年４月１日以降掲載します。 

※著作権の関係で、一部のページは閲覧のみとなっています。 

http://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/kakusyujitsumuyouran.html 

 (2) 冊子は、埼玉県県政情報センター（県政資料コーナー）で販売します。開

室時間等は県政情報センターホームページを参照してください。（３月２９日

は休室となります。） 

    販売開始日：平成３１年３月２５日 

    販 売 価 格：第１巻・第２巻セット ４，０００円＋消費税 

https://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/a0304/index.html 

 

担 当 埼玉県 県土整備部 建設管理課 

技術管理担当 髙野、近藤、飯島 

                電 話 ０４８－８３０－５２０１ 

                ＦＡＸ ０４８－８３０－４８６８ 

                e-mail a5190-02@pref.saitama.lg.jp 



埼玉県土木工事実務要覧（平成３１年４月版）　主な改定点 別紙

項目（略称） 主な改正点 備　考
標語 現状の社会情勢等を反映させた内容に改定
工事執行フロー 土木工事手順マニュアルを参考に改定

第１ 契約編 約款 最新の約款を掲載

埼玉県土木工事共通仕様書

【各章共通事項】
・Ｈ30.4版国交省等の基準に準拠
・「適用すべき諸基準」を最新の基準に改定
【第１編】
・建設副産物情報交換システム及び建設発生土情報交換システムの登録について
新たに規定（１－１－１－２０）

コンクリートの耐久性向上仕様書 改定なし

アスファルト混合物事前審査
（廃止）
※共通仕様書３－１－６－３、７、９、品質管理基準に同様の記載があるため

埼玉県契約後ＶＥ方式仕様書 第１１条その他関連事項を改定

設計変更ガイドライン
（平成３０年１１月改定版を掲載）
※国の最新のガイドラインを反映

新規掲載

建設副産物の手引き（概要版）
（平成３１年１月改定版を掲載）
クレダスの記述を消去、コブリスに統一。特記仕様書例にコブリスを使用する記述を
追加

建設副産物適正処理要綱 改定なし

土木工事安全施工技術指針

　（平成３０年８月改定版を掲載）
・熱中症対策として「高温多湿な作業環境下での必要な措置」の項目を新設
・「ロープ高所作業における墜落防止措置」の項目を新設
・橋梁工事（架設工事）における「受架台の支持・転倒・滑動に対する安全性の照査」
の項目を新設

建設機械施工安全技術指針 改定なし
建設工事公衆災害防止対策要綱 改定なし
騒音振動対策技術指針 改定なし
薬液注入工法暫定指針 改定なし
標示施設等の設置基準 改定なし
道路工事保安施設設置基準 視覚障害者誘導用ブロックを一時撤去して行う工事の保安施設について追記
生コン単位水量測定要領 改定なし
シュミットハンマー試験要領 改定なし
現場発生品の取扱い要領 改定なし
公衆街路灯等電気使用申込手続要領改定なし
道路照明灯等管理札取付要領 「照明灯等の台帳の作成」を修正
急傾斜地崩壊防止工事の安全管理 改定なし

ＩＣＴ活用工事（土工）試行要領
（平成３１年４月１日改定版を掲載）
ＩＣＴ活用工事（土工）試行要領を掲載

新規掲載

第３

共通仕様書第２

編

施工編



項目（略称） 主な改正点 備　考

様式

【各様式共通　様式改定の方針】
・記載事項の簡略化
・準用可能なものは、国交省様式を準用した様式に改定（様式の標準化）
【新規掲載】
・「契約変更について」（平成３０年７月２６日付け建管第３７３号通知）
・埼玉県公共建設工事過積載防止対策実施要綱」に基づく様式を掲載
・「検査員指定書」
【掲載削除】
・「下請負人通知書」（平成３０年３月９日付け建管第１１０８号通知で、本通知書の提
出を受注者に請求をしないこととしたため。）
・「材料検査請求書」（段階確認と兼ねる。）
・「建設業退職金共済証紙購入状況報告の遅延理由申出書」（理由書の様式は自
由様式とする。）
・「技術者専任等確認実施要領」に基づく様式（平成３０年３月９日付け建管第１１０８
号通知で、技術者専任等確認を「工事現場における施工体制の確認要領」に兼ねる
こととしたため。）
・「工事確認結果報告書」（所属長への報告様式は自由様式とする。）
・「聞き取り調査結果報告書」（所属長への報告様式は自由様式とする。）
・「工事変更（中止・打切り）報告書」（工事記録等により報告する。契約変更時は、変
更設計書により報告する。）
・「くい切取り承諾願」（工事記録で対応することとする。）
・「工事概要調書」（H26.10廃止）
・「工事検査報告書」（工事検査調書と統合）
・工事完成検査結果の暫定結果・修正・確定の建設管理課報告様式を廃止
【様式名変更】（国交省様式に合わせるため）
・「監督員通知書」　←監督員の指定・変更について
・「工期延期届」　←工期延長申請書
【様式移行】
・「工事記録」を、監督要綱に基づく様式から共通仕様書に基づく様式に移行

受注者作
成様式に
ついては、
ホーム
ページに
記入例を
掲載

データシート 参考様式であることを明記し、建設管理課ホームページに掲載（印刷なし）

埼玉県土木工事監督要綱
第２５条「工事の変更中止等」の報告を工事記録等又は変更設計書で行うこととし
た。
第３０条「くい切取り承諾」を工事記録で行うこととした。（様式廃止）

技術者専任等確認実施要領
（掲載削除）
※平成３０年３月９日付け建管第１１０８号通知で、技術者専任等確認を「工事現場
における施工体制の確認要領」に兼ねることとしたため。

掲載削除

過積載防止対策実施要綱
（平成２９年３月３０日改定版を掲載）
※要綱は県民生活部防犯交通安全課所管

過積載防止対策実施要領
（平成２９年３月３０日改定版を掲載）
※要領は県民生活部防犯交通安全課所管

編

監督編第５

様式編第４



項目（略称） 主な改正点 備　考

施工体制の確認要領
・第１０条「監理技術者等の確認」を改定。
・施工体制の不備等があった場合、及び聞き取り調査実施後の所属長への報告様
式を廃止（報告様式は任意とした）。

一括下請負の疑義に関する確認要領
（掲載削除）
※平成２７年４月に要領廃止（「工事現場における施工体制の確認要領」に統合した
ため。）

掲載削除

第６ 材料規格編 土木材料規格 ・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
土木工事施工管理基準 ・３次元データによる出来形管理を追加

出来形管理基準

【各章共通事項】
・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
・ＩＣＴ施工対応の面管理基準を追加
・公園緑地編の基準を追加

品質管理基準

【各章共通事項】
・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
・ＩＣＴ施工対応の面管理基準を追加
【道路編】
・アスファルト舗装工、路上表層再生工、排水性舗装工・透水性舗装工及びプラント
再生舗装工の「現場密度の測定」
　3,000m2～6,000m2の規定を新設
【公園緑地編】
・公園緑地編の基準を追加

土木工事写真作成要領 ・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠

土木工事写真作成要領
・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
・電子黒板への対応を追加

撮影時の一般的注意事項 ・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
撮影箇所一覧表 ・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠

出来形管理写真撮影箇所一覧表
・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
・公園緑地編の基準を追加

品質管理写真撮影箇所一覧表
・Ｈ30.4版国交省の基準に準拠
・公園緑地編の基準を追加

埼玉県建設工事検査要綱
（平成３０年１２月１日改定版を掲載）
・検査手続きの改定（検査員の指定を明確化）、工事検査報告書の廃止

埼玉県土木工事検査技術基準 改定なし

埼玉県土木工事成績評定要領

（平成３１年４月改定版を掲載）
・中間評定の実施を記載
・配点割合を３・２・５から４・２・４に変更
・工事特性の評定を担当監督員から総括監督員に移行
・工事書類作成にあたり、書類の見栄えにつながると考えられる評価項目を廃止

考査項目別運用表
（平成３１年４月改定版を掲載）
※Ｈ２６版はホームページのみの掲載であったが、製本にも掲載。

新規掲載

施工管理基準編第７

検査編第８

編

第５ 監督編


